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Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）
（低所得世帯支援枠

分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）
（低所得世帯支援枠

分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）
（給付金・定額減税
一体支援枠分）

給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）
（給付金・定額減税
一体支援枠分）

事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）
（給付支援サービス
(令和6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）
（推奨事業メニュー

分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）
（令和６年度低所得
世帯支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）
（令和６年度低所得
世帯支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）
（給付支援サービス

分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

合計 3,298,511 3,298,511 383,984 62,230 14,219 1,800,570 83,594 0 0 909,200 44,714 0 0

令和5年度住民税均等割非課
税世帯（7万円）

（低所得世帯支援枠）
1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○

電力・ガス・食料品等価
格高騰重点支援給付金
（７万円）【物価高騰対策
給付金】

Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

○ － 76,449 76,449 0 62,230 14,219 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　25961世帯×70千円　　の
うちR６計画分
事務費14219千円
事務費の内容　　[役務費（郵送料等）　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（25961世帯）

－ ○ － R6.1 R6.4
対象世帯に対して令和6
年1月までに支給を開始
する

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連
しない

R5補正（地）

一体給付
（給付金・定額減税一体支援）

※不足額給付は含まない
2 R5_予備

(※)
一体支援 ○ ○ ○

電力・ガス・食料品等価
格高騰重点支援給付金
（給付金・定額減税一体
支援枠）【物価高騰対策
給付金】

Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

○ － 1,884,164 1,884,164 0 1,800,570 83,594 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　3026世帯×100千円、令和６年度
非課税化世帯　2160世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化
世帯　1204世帯×100千円、R5住民税均等割のみ課税世帯　12世帯
×70千円、子ども加算　3796人×50千円、定額減税を補足する給付
の対象者　62590人　(1465430千円）　　のうちR６計画分
事務費　83594千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（6402世帯）、定額減税を補足す
る給付の対象者数（62590人）

－ ○ － R6.2 R6.11
対象世帯に対して令和6
年2月までに支給を開始
する

ホームページ、広報誌
対象分野に関連
しない

R5補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R5予備費）
3

住民税均等割非課税世帯等
への支援関連の給付費

（家計急変への横出し等・補
正）

4

一体給付関連の給付費
（上乗せ等・予備費）

5

事務費
（上乗せ・横出し）

6

令和6年度住民税均等割非課
税世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援
枠等）

7 R6_補正 低所得 ○ ○ ○

電力・ガス・食料品等価
格高騰重点支援給付金
（R6低所得世帯支援・不
足額給付）【物価高騰対
策給付金】

Ⅱ．物価高の克
服

○ － 953,914 953,914 0 909,200 44,714 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　28260世帯×30千
円、子ども加算　3070人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　44714千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　業務委託料　人件費　その他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（28260世帯）

－ ○ － R7.2 R7.3
対象世帯に対して令和7
年2月までに支給を開始
する

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連
しない

R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
8

令和６年度低所得世帯支援枠
等関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補
正）

9

事務費
（上乗せ・横出し）

10

11 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
市内店舗キャッシュレス
ポイント還元事業

Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

178,455 178,455 178,455 0

①物価高騰対応事業として、市が複数決済事業者と提携
し、対象市内店舗の利用者が物品等購入時にキャッシュレ
スの決済サービスを利用した場合にプレミアムポイントを付
与し、市内の消費を拡大させるキャッシュレスポイント還元
事業を実施する。
②キャッシュレス決済サービスプラットフォーム手数料等、事
務経費等に係る委託料、プレミアムポイント還元相当分の負
担金
③負担金：166,457,072円、手数料：7,998,124円、委託料：
4,000,000円
合計　178,455,196円≒178,455千円
④市内対象店舗でキャッシュレス決済サービスを利用した
者

－ － － R6.4 R6.9
市内消費額　876,000千
円

キャンペーン参加店舗で
のポスター掲示や市広報
誌、市ＨＰを通じて周知を
行う

対象分野に関連
しない

R6当初（地）

12 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
給食事業（物価高騰対応
分）

Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物
価高騰に伴
う子育て世
帯支援

113,307 113,307 113,307 0

①原油価格・物価上昇により学校給食で使用する食材費が上昇しており、
従前の質や量を保った学校給食を提供するためには、学校給食費を値上
げしなければならないが、物価高騰等に直面する保護者に負担が生じな
いように当該交付金を活用する。
②高騰した分の食材購入費（教職員は除く）
③価格上昇分の算出については、平成26年度に改定を行った現行の給食
費を基準として、総務省の消費者物価指数による令和4年食料物価指数
上昇率14％を見込んでいたが、令和6年10月末現在で令和4年食料物価
指数上昇率14％を超える影響額が1食あたりさらに9円程度生じていること
から、現行価格×令和4年食料物価指数上昇率14％＋9円で積算する。
小学校・特別支援学校＝230円×0.14＝32.2円≒30円＋9円＝39円
中学校                       ＝270円×0.14＝37.8円≒35円＋9円＝44円
〔小学校1年〕　　    ・1,679人×174回×39円＝11,393,694円
〔小学校2年～6年〕・9,051人×180回×39円＝63,538,020円
〔中学校1年〕         ・1,654人×178回×44円＝12,954,128円
〔中学校2年〕         ・1,669人×173回×44円＝12,704,428円
〔中学校3年〕         ・1,680人×169回×44円＝12,492,480円
〔特別支援学校〕 　 ・32人×180回×39円＝224,640円
合計　113,307,390円≒113,307千円
④給食事業　一般会計、保護者

－ － － R6.4 R7.3
小学校23校、中学校12
校、特別支援学校1校

給食だよりなどを通じて
保護者に対して、本交付
金の活用について周知を
行うほか、実施計画をHP
で公表することで広く周知
する

給食 R6当初（地）

13 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 市立学校光熱費高騰分
Ⅰ．物価高から
国民生活を守る

○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判
断する地方
単独事業

エネルギー価格高騰の要因により
電気代高騰の影響を受ける中で、
児童・生徒が毎日の生活を送る場
である小、中、特支学校（直接住
民の用に供する施設）において、
電気代高騰の影響に関わらず、
適切に空調等を使用して体調不
良になることを防ぎ、児童・生徒の
生命を守ることが最も重要である
ため、コロナ禍における物価高騰
対応事業として光熱費高騰分を支
援することは、推奨事業メニュー
よりも更に効果があると考える。

92,222 92,222 92,222 0

①エネルギー価格高騰の要因により電気代高騰の影響を
受ける中で、児童・生徒が毎日の生活を送る場である小、
中、特支学校（直接住民の用に供する施設）において、電気
代高騰の影響に関わらず、適切に空調等を使用して体調不
良になることを防ぎ、児童・生徒の生命を守ることが最も重
要であるため、物価高騰対応事業として光熱費高騰分を支
援する。
②市立学校の光熱費高騰分（R3と比較）
③市立小学校23校、中学校12校、特別支援学校1校　計36
施設
　R3電気実績122,252,137円、R6電気見込183,485,148円
　R3ガス実績92,151,333円、R6ガス見込123,140,106円
　R6年度高騰分見込＝R6見込合計－R3実績合計
（183,485,148円＋123,140,106円）－（122,252,137円＋
92,151,333円）＝92,221,784円≒92,222千円
④市立小学校23校、中学校12校、特別支援学校1校

－ － － R6.4 R7.3
小学校23校、中学校12
校、特別支援学校1校へ
の支援

実施計画をHPで公表す
ることで広く周知する

対象分野に関連
しない

R6当初（地）
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エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

交付対象事業の名称 基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

実施状況の公表等について
（HP,広報紙など）

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出
状況に定義されてい

る対象分野)

経済対策との関係

対象外経費に
臨時交付金を
充当していな

い

推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

Ｂ３ Ｂ６

備考2 備考3
自治体での予算区

分
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⑨を選択した場合、より効果があると
考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ
Ｂ２


